[bookmark: _Hlk88034795]〇育児短時間勤務に伴う任期付短時間勤務職員に関する取扱要領について
1. 代替措置の内容
（1） 代替措置については、地方公務員の育児休業等に関する法律第１８条第１項に基づく任期付短時間勤務職員（以下「短時間勤務職員」という。）で対応。

（2） 短時間勤務職員の職務
授業のみを担当するのではなく、授業以外の校務を担当することができる。

（3） 短時間勤務職員の勤務時間
　次のア～エによる。
ア　週１９時間３５分の育児短時間勤務職員の代替　→　週１９時間１０分
イ　週２４時間３５分の育児短時間勤務職員の代替　→　週１４時間１０分
ウ　週２３時間１５分の育児短時間勤務職員の代替　→　週１５時間３０分
エ　週１９時間２５分の育児短時間勤務職員の代替　→　週１９時間２０分

（4） 短時間勤務職員の任期
　代替の理由となる育児短時間勤務承認期間の範囲内（１月以上１年以下）とする。当該育児短時間勤務が延長される都度、任期を更新することができる。

（5） 育児短時間勤務職員及び短時間勤務職員の勤務時間帯
　育児短時間勤務職員と短時間勤務職員の勤務時間帯が重複することは構わない。学校の実情に応じて調整すること。

2. 短時間勤務職員の任用条件
（1） 年齢制限は設けないこと（定年退職者でも任用可）。
（2） 教諭の代替の場合は、原則として同一の教科の免許を所持していること。（中学校のみ）

3. 短時間勤務職員の任用手続
　臨時的任用職員の任用手続きに準じて、県教育委員会へ内申を行う。辞令は県教育委員会が発行する。

4. 短時間勤務職員の勤務条件
（1） 給料…学歴・職歴等に応じて級号給を決定し、１週間当たりの勤務時間数に応じた額が支給される。
（2） 支給できる主な手当…給料の調整額、教職調整額、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、期末手当、勤勉手当、義務教育等教員特別手当
（3） 支給できない主な手当…扶養手当、住居手当、単身赴任手当、へき地手当、へき地手当に準ずる手当、寒冷地手当、退職手当
（4） 休暇…「短時間勤務職員の休暇等取扱要領」による。
（5） 雇用保険…週２０時間以上勤務し、かつ３１日以上の任用の場合は対象。
（6） 健康保険及び厚生年金保険…任用期間が２か月を超え、かつ、１週間当たりの勤務時間が２９時間以上の場合は対象。
（7） 共済組合及び互助会…対象外
（8） 公務災害…地方公務員災害補償法適用

5. その他
（1） 教育職員にあっては、週１９時間２５分勤務及び週１９時間３５分勤務の育児短時間勤務職員が、年度を通じて同一校の同一職に２人ある場合は、臨時的任用職員（欠員補充）を１人充てることができる。
なお、その場合の育児短時間勤務職員の勤務時間は、週１９時間２５分勤務及び週１９時間３５分勤務のいずれの組み合わせの場合でも可能とする。
（2） 年度を通じて同一校の同一職に２人の育児短時間勤務職員がある場合（上記5．（1）を除く。）は、２人の勤務時間に応じて週３１時間勤務までの短時間勤務職員を充てることができる。
（3） 教育職員である短時間勤務職員は、非常勤講師を兼職することができる。ただし、勤務時間は合わせて週２９時間未満とする。
（4） 複数校で短時間勤務職員を兼職することはできない。
（5） 短時間勤務職員は、再任用短時間勤務職員と兼ねることはできない。
（6） [bookmark: _GoBack][bookmark: _PictureBullets]育児短時間勤務職員１人に対して、短時間勤務職員２人で代替することはできない。
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